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はじめに 

 

 

平成 17 年４月より、心の問題の複雑化・多様化に対応できる高度専門職業人

としての臨床心理士を養成するための臨床心理分野専門職大学院が設置される

ようになったが、ハイクオリティの心の専門家の養成を進めるためには、設置

後の教育活動等の質を保証することが重要である。そのためには、第三者によ

る評価制度（適格認定）は、不可欠なものである。 

 

公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会（以下、「協会」という）は、臨床

心理分野専門職大学院の認証評価機関として、学校教育法第 110 条に基づき平

成 21 年９月４日付で文部科学大臣より認可を受け、平成 21 年度１校、平成 23

度３校の認証評価を実施してきた。 

 

本要綱における認証評価基準の基本的な考え方は次のとおりである。 

 

 １．専門職大学院の教育活動等の全般的な状況を的確に捉え評価するために、

10 の「章」、その下に 28 の「評価項目」を設けた。特に、臨床心理分野

での臨床心理実習の重要性を考え、「臨床心理実習」の章を設けている。 

 

 ２．各評価項目には、その内容を踏まえてそこでの教育活動等を分析するた

めに、いくつかの評価基準を設けている。それぞれの評価基準ごとに点

検評価して、優れているところや改善が必要な点を明らかにする。 

 

 ３．認証評価の目的は、臨床心理士としての基礎的な知識と技能を修得させ

るための「教育水準」を確保することが第一であり、その上で、各専門

職大学院の個性や特徴を育てることも目指している。各専門職大学院は、

創設の目的や建学の理念を明確にし、何をどこまで達成するのかなど教

育目標を定め、それに沿って教育課程や指導を展開するなかで、創造的

な取組を進めることが望ましい。 

 

 ４．専門職大学院では、単に形式的なルールを満たしていればよいとは言え

ない。学生が単位を取得して修了したとしても、心理臨床の場で高度専

門職業人として評価されなければ教育目標を達成したとは言えない。そ

のため、自己点検評価に際しては、質の側面を重視することが求められ

る。
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Ⅰ 総則 
 

１ 評価の目的 

 

１−１ 

 協会が、大学からの求めに応じて実施する認証評価においては、我が国の専

門職大学院の教育活動等の水準の維持及び向上を図るとともに、その個性的で

多様な発展に資することを目的として、協会が定める専門職大学院評価基準（以

下、「評価基準」という）に基づき、次のことを実施する。 

 

（１）専門職大学院の教育活動等の質を保障するため、専門職大学院を定期的

に評価し、教育活動等の状況が評価基準に適合しているか否かの認定を

すること。 

 

（２）専門職大学院の教育活動等の改善に役立てるため、専門職大学院の教育

活動等について多面的な評価を実施し、評価結果を専門職大学院にフィ

ードバックすること。 

 

（３）専門職大学院の活動について、広く国民の理解と支持が得られるよう支

援及び促進していくため、専門職大学院の教育活動等の状況を多面的に

明らかにし、それを社会に示すこと。 
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２ 評価項目及び評価基準の性質及び機能 

 

２−１ 

 評価項目及び評価基準は、学校教育法第１１０条第２項に規定する大学評価

基準として策定されたものである。 

 

２−２ 

 評価項目及び評価基準は、専門職大学院設置基準（平成１５年文部科学省令

第１６号）に規定される設置基準等を踏まえて、協会が、評価対象の専門職大

学院（以下、「評価対象大学院」という）の教育活動等に関し、評価基準に適合

している旨の認定（以下、「適格認定」という）をする際に、専門職大学院とし

て満たすことが必要と考える要件及び評価対象大学院の目的に照らして、教育

活動等の状況を多面的に分析するための内容を定めたものである。 

 

２−３ 

 各評価項目の評価基準はその内容により、次の２つに分類される。 

 

（１）各専門職大学院において、定められた内容が満たされていることが求め

られるもの（レベル１）。 

 

     例 「・・・であること。」「・・・されていること。」 等 

 

（２）各専門職大学院において、尐なくとも、定められた内容に関わる措置を

講じていることが求められるもの（レベル２）。 

 

     例 「・・・に努めていること。」 等 

２−４ 

 解釈指針は、各評価項目の評価基準に関する細則、並びに各基準に係る説明

及び例示を規定したものである。 

 

２−５ 

 ２−４における「評価項目の評価基準に関する細則」としての解釈指針は、そ

の内容により、次の３つに分類される。 

 

（１）各専門職大学院において、定められた内容が満たされていることが求め

られるもの。 

  

     例 「・・・であること。」「・・・されていること。」 等 
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（２）各専門職大学院において、尐なくとも、定められた内容に関わる措置を

講じていることが求められるもの。 

 

     例 「・・・に努めていること。」 等 

 

（３）各専門職大学院において、定められた内容が実施されていれば、評価に

おいて「優れている」と判断されるもの。 

 

     例 「・・・が望ましい。」 等 
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３ 適格認定の要件等 

 

３−１ 

 評価対象大学院は、評価の結果、協会の定める評価基準に適合していると認

められた場合に、適格認定が与えられる。協会から適格認定を受けた専門職大

学院を協会認定臨床心理分野専門職大学院という。 

 

３−２ 

 評価基準に適合していると認められるためには、評価項目のレベル１の評価

基準はすべて満たされていなければならない。かつ、レベル２の評価基準の７

割以上が満たされていなければならない。 

 

３−３ 

 評価項目のレベル１の評価基準を満たすためには、２−５−（１）に分類され

る解釈指針がすべて満たされていなければならない。 

 

３−４ 

 協会認定臨床心理分野専門職大学院は、認証評価のための評価項目で定めら

れた評価基準を継続して充足するだけでなく、臨床心理士養成の基本理念や当

該専門職大学院の目的に照らして、教育活動等の水準を高めることに努めなけ

ればならない。 
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Ⅱ 評価項目及び評価基準 
第１章 教育目的 

 

項目１−１ 教育目的 

 

基準１−１−１ 

 教育の理念、目的が明確に定められており、その内容が専門職大学院設置基

準、学校教育法に適合するものであること（レベル１）。 

 

解釈指針１−１−１−１ 

 目的が、専門職大学院設置基準第２条で定める目的（高度の専門性が求められる職業

を担うための深い学識及び卓越した能力を培う）に沿っていること。 

 

解釈指針１−１−１−２ 

 目的が、学校教育法第８３条（学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く

専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させる）に沿っているこ

と。 

 

基準１−１−２ 

 教育の理念、目的が周知、公表されていること（レベル１）。 

 

解釈指針１−１−２−１ 

 目的が、大学院の構成員（教職員及び学生）に周知されていること。 

 

解釈指針１−１−２−２ 

 目的が、社会に広く公表されていること。 

 

基準１−１−３ 

 目的において意図している、学生が身に付ける学力、資質・能力や養成しよ

うとする人材像等に照らして、教育の成果や効果が上がっていること（レベル

１）。 

 

解釈指針１−１−３−１ 

 学生の学業成績、修了の状況、修了者の臨床心理士資格試験の合格者数（合格率８０％

以下が２年間連続しないこと）等から判断して、教育の成果や効果が上がっていること。 

 

解釈指針１−１−３−２ 

 修了後の進路の状況等の実績や成果から判断して、教育の成果や効果が上がっている

こと。 

解釈指針１−１−３−３ 

 授業評価、学生からの意見聴取等の結果から判断して、教育の成果や効果が上がって
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いること。 

 

解釈指針１−１−３−４ 

 学外実習先の関係者、修了生、就職先等の関係者からの意見聴取の結果から判断して、

教育の成果や効果が上がっていること。 
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第２章 教育課程 

 

項目２−１ 教育内容 

 

基準２−１−１ 

 教育課程が、理論的教育と実務的教育の架橋に留意しつつ、臨床心理士とし

ての実務に必要な専門的な臨床心理学の知識、感受性、分析力、表現力、対人

関係スキル等を修得させるとともに、豊かな人間性並びに臨床心理士としての

責任感及び倫理観を涵養するよう適切に編成されていること（レベル１）。 

 

解釈指針２−１−１−１ 

 教育課程は、臨床心理士養成のための教育機関としての専門職大学院にふさわしい内

容・方法で理論的教育と実務的教育の架橋が体系的に行われるよう編成されていること。 

 

基準２−１−２ 

 次の各号に掲げる授業科目が開設されていること（レベル１）。 

 

（１）臨床心理学基本科目 

   （臨床心理学の基本についての科目、学内実習を含む臨床心理査定の科

目、学内実習を含む臨床心理面接の科目をいう。） 

 

（２）臨床心理展開科目 

（学外実習を含む臨床心理の諸実践領域についての科目、臨床心理事例研

究に関する科目をいう。） 

 

（３）臨床心理応用・隣接科目 

（臨床心理学の応用領域・技法に関する科目、臨床心理の応用技法に関す

る科目、臨床心理と隣接する領域・分野に関する科目をいう。） 

 

解釈指針２−１−２−１ 

 臨床心理学基本科目は、臨床心理査定、臨床心理面接、臨床心理地域援助、臨床心理

研究、臨床心理倫理について、将来の臨床心理士としての実務に必要とされる基本を学

ぶ内容であること。 

 

解釈指針２−１−２−２ 

 臨床心理展開科目は、実務の経験を有する教員による基本的な臨床心理領域（医療・

保健、福祉、教育の領域など）での実務的なことを学ぶ内容であること。また、事例研

究論文を作成するための論文構成、論文執筆について学ぶ内容であること。 
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解釈指針２−１−２−３ 

 臨床心理応用・隣接科目は、種々の臨床心理の領域について広く深く学ぶ内容である

こと。また、多様な臨床心理の応用技法について広く深く学ぶ内容であること。さらに

臨床心理と隣接する領域・分野について広く深く学ぶ内容であること。 

 

基準２−１−３ 

 基準２−１−２の各号のすべてにわたって教育上の目的に応じて適当と認めら

れる単位数以上の授業科目が開設されているとともに、学生の授業科目の履修

が同基準各号のいずれかに過度に偏ることがないように配慮されていること。

また、評価対象大学院の目的に照らして、必修科目、選択必修科目、選択科目

等の分類が適切に行われ、学生による段階的履修に資するよう各年次にわたっ

て適切に配当されていること（レベル１）。 

 

解釈指針２−１−３−１ 

 基準２−１−２（１）に定める臨床心理学基本科目については、次に掲げる単位数の授

業科目を必修科目として開設することを標準とする。 

（１）臨床心理学原論（臨床心理査定、臨床心理面接、臨床心理地域援助、臨床心理研

究、臨床心理倫理の概要等を含むこと。） 

                               ４単位 

（２）臨床心理査定（臨床心理査定の基本を学ぶ科目をいう。なお、技能の学習のため

に実習を含むこと。） 

                               ６単位 

（３）臨床心理面接（臨床心理面接の基本を学ぶ科目をいう。なお、技能の学習のため

に実習を含むこと。） 

                               ６単位 

 

解釈指針２−１−３−２ 

 基準２−１−２（２）に定める臨床心理展開科目については、次に掲げる単位数の授業

科目を必修科目として開設することを標準とする。 

（１）臨床心理地域援助（基本的な臨床心理領域での実務的なこと学ぶ科目をいう。な

お、実習を含むこと。） 

                              １０単位 

（２）臨床心理事例研究（事例研究論文の作成について学ぶ科目をいう。） 

                               ８単位 

 

解釈指針２−１−３−３ 

 基準２−１−２（３）に定める臨床心理応用・隣接科目については、学生がそれぞれの

関心に応じて効果的な履修を行うために十分な数の授業科目が開設され、そのうち１０

単位以上が選択必修又は選択とされていること。 
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項目２−２ 授業を行う学生数 

 

基準２−２−１ 

 専門職大学院においては、尐人数による双方向又は多方向的な密度の高い教

育を行うことが基本であることにかんがみ、ひとつの授業科目について同時に

授業を行う学生数が、適切な規模に維持されていること（レベル１）。 

 

解釈指針２−２−１−１ 

 すべての授業科目について、当該授業科目の性質及び教育課程上の位置付けにかんが

みて、原則として３０名を上限とし、学生に対して授業が行われていること（なお、適

切な授業方法については解釈指針３−２−１−３を参照）。 

 

解釈指針２−２−１−２  

 基準２−２−１にいう「学生数」とは、実際に当該授業科目を履修する者全員の数を指

し、次に掲げる者を含む。 

（１）当該授業科目を再履修している者。 

（２）当該授業科目の履修を認められている他専攻の学生、他研究科の学生（以下、合

わせて「他専攻等の学生」という）及び科目等履修生。 

 

解釈指針２−２−１−３  

 他専攻等の学生又は科目等履修生による授業科目（必修科目を除く）の履修は、当該

授業科目の性質等に照らして適切な場合に限られていること。 
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項目２−３ 授業の方法 

 

基準２−３−１ 

 授業は、次に掲げるすべての水準を満たしていること（レベル１）。 

 

（１）専門的な臨床心理学の知識を確実に修得させるとともに、具体的な問題

解決に必要な臨床心理的分析能力その他の臨床心理士として必要な能力

を育成するため、授業科目の性質に応じた適切な方法がとられているこ

と。 

 

（２）１年間の授業の計画、各授業科目における授業の内容及び方法、成績評

価の基準と方法があらかじめ学生に周知されていること。 

 

（３）授業の効果を十分に上げられるよう、授業時間外における学習を充実さ

せるための措置が講じられていること。 

 

解釈指針２−３−１−１ 

 「専門的な臨床心理学の知識」とは、当該授業科目において特定の分野に偏ることな

く臨床心理士として必要と考えられる水準及び範囲の臨床心理学の知識をいう。 

 

解釈指針２−３−１−２ 

 「具体的な問題解決に必要な臨床心理的分析能力その他の臨床心理士として必要な能

力」とは、具体的事例に的確に対応することのできる能力をいう。 

 

解釈指針２−３−１−３ 

 「授業科目の性質に応じた適切な方法」とは、各授業科目の目的を効果的に達成する

ため、尐人数による双方向的又は多方向的な討論（教員と学生の間、又は学生相互の間

において、質疑応答や討論が行われていることをいう。）、ロールプレイ、現場体験、事

例研究その他の方法をいう。 

 

解釈指針２−３−１−４ 

 臨床心理展開科目については、次に掲げる事項が確保されていること。 

 

（１）学外実習においては、オリエンテーションを徹底的に行い、参加学生による実習

先での関連法令の遵守の確保のほか、守秘義務遵守等に関する適切な指導監督が

行われていること。 

 

（２）学外実習においては、教員が、実習先の実務指導者と連絡・連携して実習学生を

適切に指導監督し、かつ、単位認定等の成績評価に責任をもつ体制がとられてい

ること。 
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（３）学外実習においては、実習先への移動時間や移動にともなう負担等について、学

生の学習支援及び学生間の公平性の観点から適切な配慮がなされていること。 

 

解釈指針２−３−１−５ 

 学生が事前事後の学習を効果的に行うための適切な具体的措置としては、例えば次に

掲げるものが考えられる。 

（１）授業時間割が学生の自習時間を十分に考慮したものであること。 

（２）関係資料が配布され、予習事項等が事前に周知されていること。 

（３）予習又は復習に関して、教員による適切な指示がなされていること。 

（４）授業時間外の自習が可能となるよう、第１０章の各基準に適合する自習室スペー

スや教材、データベース等の施設、設備及び図書が備えられていること。 

 

解釈指針２−３−１−６ 

 集中講義を実施する場合には、その授業の履修に際して授業時間外の事前事後の学習

に必要な時間が確保されるように配慮されていること。 
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項目２−４ 履修科目登録単位数の上限 

 

基準２−４−１ 

 各年次において、学生が履修科目として登録することのできる単位数は、履

修科目の学習を着実なものとするために、原則として３８単位が上限とされて

いること（レベル１）。 
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第３章 臨床心理実習 
 

項目３−１ 学内実習施設 

 

基準３−１−１ 

 学内実習施設（臨床心理センター等）には、その規模に応じ、臨床心理実習

を行うに必要十分な面接室、遊戯療法室、事務室その他の施設（相談員室、待

合室等）が整備されていること（レベル１）。 

 

解釈指針３−１−１−１ 

 面接室は、個別面接室、集団面接室などを設け、適度な広さで、落ち着いた雰囲気が

あり、話し声が外に漏れない部屋であること。 

 

解釈指針３−１−１−２ 

 遊戯療法室は、適度な広さがあり、いろいろな遊具が揃えられていて、怪我をしない

ように安全面の配慮がなされている部屋であること。 

 

解釈指針３−１−１−３ 

 事務室は、実習の遂行がスムーズに行われるのをサポートするような設備、備品、書

類などを整え、事務員が常駐している独立した部屋であること。 

 

解釈指針３−１−１−４ 

 その他の施設として、受付、相談員室、待合室、面接記録を安全に保存するための面

接記録保管室などが設けられていること。 

 

解釈指針３−１−１−５ 

 学内実習施設は、関係者以外は立ち入りを制限しており、バリアフリーであること。 

 

解釈指針３-１-１-６ 

 面接室、遊戯療法室、事務室等の各施設には、非常ベルや非常口、防犯用具など、不

測の事態において安全を確保するための適切な設備が備えられ、非常時の対応について

関係者に周知がなされていること。 
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項目３−２ 学内臨床心理実習 

 

基準３−２−１ 

 学内実習施設（臨床心理センター等）における臨床心理実習の内容、時間、

倫理遵守、学生のケース担当、ケースカンファレンス、スーパーヴィジョン体

制等について適切な配慮がなされていること（レベル１）。 

 

解釈指針３−２−１−１ 

 「臨床心理実習の内容、時間」については、臨床心理実習で修得すべき技能とそのた

めの時間が明確に示され、実習の成果が適切にチェックされていること。そのために、

評価基準と評価方法が定められ、それに基づく評価が行われていること。 

 

解釈指針３−２−１−２ 

 「倫理遵守」については、心理臨床において遵守すべき倫理(クライエントの権利擁

護、インフォームド・コンセント、守秘義務遵守及び守秘義務解除、個人情報・面接記

録の取り扱い、ハラスメントの予防等)について、実践的な指導が適切に行われている

こと。 

 

解釈指針３−２−１−３ 

 「学生のケース担当」については、クライエントの発達段階や問題が偏らず多様にな

るようにして、十分なケース数及び時間数を確保すること。また、教員が陪席するなど、

責任をもって指導すること。 

 

解釈指針３−２−１−４ 

 「ケースカンファレンス」については、その学習効果をあげるために、学生数は概ね

２０名以内で行われていること。 

 

解釈指針３−２−１−５ 

 「スーパーヴィジョン体制」については、学生がケースを担当する場合、適切なスー

パーヴィジョンが行われていること。 

 

解釈指針３−２−１−６ 

 学内実習施設がその機能を十分に果たすために、在籍学生が３ケース以上持つことが

できるように努めること。 
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項目３−３ 学外実習施設 

 

基準３−３−１ 

 学外実習施設には、心理臨床の三大領域（医療・保健、教育、福祉）すべて

が含まれていること（レベル１）。 

 

解釈指針３−３−１−１ 

 医療・保健領域の学外実習施設とは、病院（総合、精神科、心療内科、小児科等）、

精神保健福祉センター等である。 

 

解釈指針３−３−１−２ 

 教育領域の学外実習施設とは、教育センター、小学校、中学校、高等学校等である。 

 

解釈指針３−３−１−３ 

 福祉領域の学外実習施設とは、児童相談所、児童養護施設、情緒障害児短期治療施設、

知的障害者援護施設、精神障害者社会復帰施設等である。 

 

解釈指針３−３−１−４ 

 学外実習施設としては、臨床心理士が勤務している施設を確保すること。 
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項目３−４ 学外臨床心理実習 

 

基準３−４−１ 

 学外実習施設における臨床心理実習の内容、時間、倫理遵守、指導体制等に

ついて適切な配慮がなされていること（レベル１）。 

 

解釈指針３−４−１−１ 

 「臨床心理実習の内容、時間」については、臨床心理実習で修得すべき技能とそのた

めの時間が明確に示され、実習の成果が適切にチェックされていること。そのために、

評価基準と評価方法が定められ、それに基づく評価が行われていること。 

 

解釈指針３−４−１−２ 

 「倫理遵守」については、心理臨床において遵守すべき倫理(クライエントの権利擁

護、インフォームド・コンセント、守秘義務遵守及び守秘義務解除、個人情報・面接記

録の取り扱い、ハラスメントの予防等)について、実践的な指導が適切に行われている

こと。 

 

解釈指針３−４−１−３ 

 「指導体制」については、大学教員による事前指導、実習中の指導、事後指導等、及

び学外実習先の実習指導者による指導が適切に行われていること。 

 



- 17 - 

 

第４章 学生の支援体制 

 

項目４−１ 学習支援 

 

基準４−１−１ 

 学生が在学期間中に教育課程の履修に専念できるよう、また、教育課程上の

成果を上げるために、評価対象大学院の目的に照らして、履修指導の体制が十

分にとられていること（レベル１）。 

 

解釈指針４−１−１−１ 

 入学者に対して、教育のガイダンスが適切に行われていること。 

 

解釈指針４−１−１−２ 

 履修指導においては、評価対象大学院が掲げる教育の理念及び目的に照らして、適切

なガイダンスが実施されていること。 

 

解釈指針４−１−１−３ 

 臨床心理実習などにおいて、学生が体験するさまざまなストレスや倫理上の諸問題に

ついて、教員がそれを聴取し指導・助言できる体制がとられていること。 

 

基準４−１−２ 

 目的及び教育課程上の成果を実現する上で、教員と学生とのコミュニケーシ

ョンを十分に図ることができるよう、学習相談、指導・助言体制の整備がなさ

れていること（レベル１）。 

 

解釈指針４−１−２−１ 

 オフィスアワー等を設定している場合は、それを有効に活用できるよう、学生に対し

て各教員のオフィスアワーの日時又は面談の予約の方法等が周知されていること。 

 

解釈指針４−１−２−２ 

 学習相談、指導・助言体制を有効に機能させるための施設や環境の整備に努めている

こと。 

 

基準４−１−３ 

 各種の教育補助者による学習支援体制の整備に努めていること（レベル２）。 

 

解釈指針４−１−３−１ 

 「教育補助者」にはティーチング・アシスタント（ＴＡ）等が含まれる。 

 

基準４−１−４ 

 多様な経験を有する社会人等を受入れた場合、その基礎学力を補うための対
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策が講じられていること（レベル１）。 

 

解釈指針４−１−４−１ 

 多様な経験を有する社会人等を受入れた場合、その基礎学力を補うため、個別履修指

導、オフィスアワーでの指導、学部の心理学関連の授業の履修、ティーチング・アシス

タントの配置等の特別な配慮が行われていること。 
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項目４−２ 生活支援等 

 

基準４−２−１ 

 学生が在学期間中に教育課程の履修に専念できるよう、学生の経済的支援及

び修学や学生生活に関する相談・助言・支援体制の整備に努めていること（レ

ベル２）。 

 

解釈指針４−２−１−１ 

 評価対象大学院は、多様な措置（奨学基金の設定、卒業生等の募金による基金の設定、

他の団体等が給付又は貸与する奨学金への応募の紹介等）によって学生が奨学金制度等

を利用できるように努めていること。 

 

解釈指針４−２−１−２ 

 学生の健康相談、生活相談、各種ハラスメントの相談等のために、保健管理センター、

学生相談室等を設置するなど必要な相談助言体制の整備に努めていること。 
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項目４−３ 障害のある学生に対する支援 

 

基準４−３−１ 

 身体に障害のある者に対して、受験の機会を確保するとともに、施設及び設

備の充実を含めて、学習や生活上の支援体制の整備に努めること（レベル２）。 

 

解釈指針４−３−１−１ 

 身体に障害のある者に対して、等しく受験の機会を確保し、障害の種類や程度に応じ

た特別措置や組織的対応に努めていること。 

 

解釈指針４−３−１−２ 

 身体に障害のある学生の修学のために必要な基本的な施設及び設備の整備充足に努

めていること。 

 

解釈指針４−３−１−３ 

 身体に障害のある学生に対しては、修学上の支援、実習・実技上の特別措置を認める

など、相当な配慮に努めていること。 
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項目４−４ 職業支援（キャリア支援） 

 

基準４−４−１ 

 学生支援の一環として、学生がその能力及び適性、志望に応じて、主体的に

進路を選択できるように、必要な情報の収集・管理・提供、ガイダンス、指導、

助言に努めていること（レベル２）。 

 

解釈指針４−４−１−１ 

 学生がそれぞれの目指す進路の選択ができるように、その規模及び教育目的に照らし

て、適切な相談窓口を設置するなど、支援に努めていること。 

 

解釈指針４-４-１-２ 

 学生の就職状況や就職先について、修了後も継続して情報収集にあたり、必要に応じ

て卒業生を支援するための仕組みを整えるように努めていること。 

 

解釈指針４-４-１-３ 

 教員やキャリア支援担当事務員が学生の就職先や修了生と連絡・連携を密にするよう

に努めていること。 
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第５章 成績評価及び修了認定 

 

項目５−１ 成績評価 

 

基準５−１−１ 

 学修の成果に係る評価（以下、「成績評価」という）が学生の能力及び資質を

正確に反映する客観的かつ厳正なものとして行われており、次に掲げるすべて

の基準を満たしていること（レベル１）。 

 

（１）成績評価の基準が設定され、かつ、学生に周知されていること。 

 

（２）当該成績評価の基準にしたがって成績評価が行われていることを確保す

るための措置がとられていること。 

 

（３）成績評価の結果が、必要な関連情報とともに学生に告知されていること。 

 

（４）期末試験を実施する場合には、実施方法についても適切な配慮がなされ

ていること。 

 

解釈指針５−１−１−１ 

 基準５−１−１（１）における成績評価の基準として、授業科目の性質上差し支えがあ

る場合を除き、成績のランク分け、各ランクの分布の在り方についての方針の設定、成

績評価における考慮要件（出席状況、授業態度、レポート等）があらかじめ明確に示さ

れていること。 

 

解釈指針５−１−１−２ 

 基準５−１−１（２）における措置としては、例えば次に掲げるものが考えられる。 

（１）成績評価について説明を希望する学生に対して説明する機会が設けられているこ

と。 

（２）筆記試験採点の際の匿名性が適切に確保されていること。 

（３）科目間や担当者間の採点分布に関するデータが関係教員の間で共有されているこ

と。 

 

解釈指針５−１−１−３ 

 基準５−１−１（３）にいう「必要な関連情報」とは、筆記試験を行った場合について

は、当該試験における成績評価の基準及び成績分布に関するデータを指す。 

 

解釈指針５−１−１−４ 

 基準５−１−１（４）にいう「適切な配慮」とは、筆記試験において合格点に達しなか

った者に対して行われる試験（いわゆる再試験）についても厳正な成績評価が行われて

いること、及び当該学期の授業につき、一定のやむを得ない事情により筆記試験を受験
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することができなかった者に対して行われる試験（いわゆる追試験）について受験者が

不当に利益又は不利益を受けることのないよう配慮されていることなどを指す。 

 

基準５−１−２ 

 学生が在籍する評価対象大学院以外の機関における履修結果をもとに、評価

対象大学院における単位を認定する場合には、教育課程の一体性が損なわれて

いないこと、かつ、厳正で客観的な成績評価が確保されていること（レベル１）。 

 



- 24 - 

 

項目５−２ 修了認定 

 

基準５−２−１ 

 専門職大学院の修了要件が、次に掲げるすべての基準を満たしていること（レ

ベル１）。 

 

（１）２年（２年を超える標準修業年限を定める研究科、専攻又は学生の履修

上の区分にあっては、当該標準修業年限）以上在籍し、４４単位以上を

修得していること。 

この場合、次に掲げる取扱いをすることができる。 

 

ア 教育上有益であるとの観点から、他の大学院（他専攻等を含む。）に

おいて履修した授業科目について修得した単位を、２０単位を超えな

い範囲で、評価対象大学院における授業科目の履修により修得したも

のとみなすこと。 

 

イ 教育上有益であるとの観点から、評価対象大学院に入学する前に大学

院において履修した授業科目について修得した単位を、アによる単位

と合わせて２０単位を超えない範囲で、評価対象大学院における授業

科目の履修により修得したものとみなすこと。なお、当該単位数、そ

の修得に要した期間その他を勘案し、１年を超えない範囲で評価対象

大学院が定める期間在学したものとみなすことができる。 

 

（２）次のアからウまでに定める授業科目につき、それぞれアからウまでに定

める単位数以上を修得していること。 

ア 臨床心理学基本科目     １６単位 

イ 臨床心理展開科目      １８単位 

ウ 臨床心理応用・隣接科目   １０単位 

  

 

（３）（１）及び（２）を踏まえて、総合的に判定が行われること。 
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第６章 教育内容及び方法の改善措置 

 

項目６−１ 教育内容及び方法の改善措置 

 

基準６−１−１ 

 教育の内容及び方法の改善を図るための研修及び研究が、組織的かつ継続的

に行われていること（レベル１）。 

 

解釈指針６−１−１−１ 

 「教育の内容及び方法の改善」とは、いかなるトピックがどのような観点からどの程

度の質と量において教育課程の中でとりあげられるべきか等（教育内容）、及び学生に

対する発問や応答、資料配布、板書、発声の仕方等（教育方法）についての改善をいう。 

 

解釈指針６−１−１−２ 

 「組織的かつ継続的に行われていること」とは、改善すべき項目及びその方法に関す

る方針を決定し、改善に関する情報を管理し、改善のための諸措置の実施を担当する組

織が設置されていることをいう。 

 

解釈指針６−１−１−３ 

 「研修及び研究」の内容としては、例えば次に掲げるものが考えられる。 

（１）授業及び教材等に対する学生、教員相互、又は外部者による評価を行い、その結

果を検討する実証的方法。 

（２）教育方法や職業倫理等に関する専門家、又は教育経験豊かな同僚教員による講演

会や研修会の開催等の啓発的方法。 

（３）外国の大学や研究所等における情報・成果の蓄積・利用等の調査的方法。 

（４）臨床心理士としての臨床的力量の評価方法に関する研究。 

 

基準６−１−２ 

 実務家教員における教育上の経験の確保、及び研究者教員における実務上の

知見の確保に努めていること（レベル２）。 

 

解釈指針６−１−２−１ 

 実務家として十分な経験を有する教員であって、教育上の経験に不足すると認められ

る者については、これを補うための教育研修の機会を得ること、また、大学の学部や大

学院において十分な教育経験を有する教員であって、実務上の知見に不足すると認めら

れる者については、担当する授業科目に関連する実務上の知見を補完する機会を得るこ

とが、それぞれに確保されているよう、評価対象大学院において適切な措置をとるよう

努めていること。 

 

基準６−１−３ 

 教育の内容及び方法の改善を図るために学生による授業評価を行い、それを
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有効に活用すること（レベル１）。 

 

解釈指針６−１−３−１ 

 毎学期、学生による授業評価を実施し、その結果を公開するとともに、その結果につ

いて教員間で共有・協議し、ファカルティ・ディベロップメント（FD）に生かすこと。 
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第７章 入学者選抜等 

 

項目７−１ 入学者受入 

 

基準７−１−１ 

 公平性、開放性、多様性の確保を前提としつつ、教育の理念及び目的に照ら

して、アドミッション・ポリシー（入学者受入方針）を設定し、公表している

こと（レベル１）。 

 

解釈指針７−１−１−１ 

 入学者の適性及び能力等の評価、その他の入学者受入に係る業務を行うための責任あ

る体制がとられていること。 

 

解釈指針７−１−１−２ 

 入学志願者に対して、理念及び教育目的、設置の趣旨、アドミッション・ポリシー、

入学者選抜の方法、並びに基準９−３−２に定める事項について、事前に周知するよう努

めていること。 

 

基準７−１−２ 

 入学者選抜がアドミッション・ポリシーに基づいて行われていること（レベ

ル１）。 

 

基準７−１−３ 

 入学資格を有するすべての志願者に対して、アドミッション・ポリシーに照

らして、入学者選抜を受ける公正な機会が等しく確保されていること（レベル

１）。 

 

解釈指針７−１−３−１ 

 入学者選抜において、評価対象大学院を設置している大学の主として臨床心理を履修

する学科又は課程等に在学、又は卒業した者（以下、「自校出身者」という）について

優先枠を設けるなどの優遇措置を講じていないこと、入学者に占める自校出身者の割合

が著しく多い場合には、それが不当な措置によるものでないことが説明されていること。 

 

基準７−１−４ 

 入学者選抜に当たっては、評価対象大学院において教育を受けるために必要

な入学者の適性及び能力等が適確かつ客観的に評価されていること（レベル１）。 

 

解釈指針７−１−４−１ 

 入学者選抜に当たっては、履修の前提として要求される判断力、思考力、分析力、表

現力等が、適確かつ客観的に評価されていること。 
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解釈指針７−１−４−２ 

 入学者選抜に当たっては、学生の質を確保するために、厳正な筆記試験、面接試験等

を実施し、総合的に判断を行うこと。 

 

基準７−１−５ 

 入学者選抜に当たって、多様な経験を有する者を入学させるように努めてい

ること（レベル２）。 

  

解釈指針７−１−５−１ 

 社会人等については、入学者選抜において、多様な実務経験及び社会経験等を適切に

評価できるよう努めていること。 
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項目７−２ 収容定員と在籍者数 

 

基準７−２−１ 

 在籍者数については、収容定員を上回る状態が恒常的なものとならないよう

にすること（レベル１）。 

 

解釈指針７−２−１−１ 

 基準７−２−１に規定する「収容定員」とは、入学定員の２倍の数をいう。また、同基

準に規定する在籍者には、留年者及び休学者を含む。 

 

解釈指針７−２−１−２ 

 在籍者数が収容定員を上回った場合は、この状態が恒常的なものとならないための措

置が講じられていること。３年間連続して収容定員が１１０％をオーバーする状態がな

いようにすること。 

 

基準７−２−２ 

 入学者受入において、所定の入学定員と乖離しないように努めていること（レ

ベル２）。 

 

解釈指針７−２−２−１ 

 在籍者数等を考慮しつつ、入学定員の見直しが適宜行われていること。３年間連続し

て入学定員の９０％を下回る状態がないようにすること。 
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第８章 教員組織 

 

項目８−１ 教員の資格と評価 

 

基準８−１−１ 

 研究科及び専攻の種類及び規模に応じ、教育上必要な教員が置かれているこ

と（レベル１）。 

 

解釈指針８−１−１−１ 

 教育上必要な教員を置くにあたっては、年齢構成、専門分野のバランスが取れるよう

にするとともに、教育の質を保つために教授の数を１／２以上とすること。 

 

解釈指針８−１−１−２ 

 臨床心理分野の科目（隣接科目を除く）を担当する教員は、臨床心理士であること。 

 

基準８−１−２ 

 基準８−１−１に規定する教員のうち、次の各号のいずれかに該当し、かつ、

その担当する専門分野に関し高度の教育上の指導能力及び社会的・職業的倫理

意識があると認められる者が、専任教員として置かれていること（レベル１）。 

（１）専攻分野について、教育上又は研究上の業績を有する者 

（２）専攻分野について、高度の技術・技能を有する者 

（３）専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者 

 

解釈指針８−１−２−１ 

 教員の最近５年間における教育上又は研究上の業績等、各教員が、その担当する専門

分野について、教育上の経歴や経験、理論と実務を架橋する臨床心理学専門教育を行う

ために必要な高度の教育上の指導能力を有することを示す資料が、自己点検及び評価の

結果の公表その他の方法で開示されていること。 

 

解釈指針８−１−２−２ 

 基準８−１−２に規定する専任教員については、その専門の知識経験を生かした学外で

の公的活動や社会貢献活動についても自己点検及び評価の結果の公表その他の方法で

開示されていることが望ましい。 

 

解釈指針８−１−２−３ 

 基準８−１−２に規定する専任教員は、大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８号）

第１３条に規定する専任教員の数及び大学院設置基準（昭和４９年文部省令第２８号）

第９条に規定する教員の数に算入することができない。 

 

解釈指針８−１−２−４ 

 基準８−１−２に規定する専任教員は、平成２５年度までの間、解釈指針８−１−２−３
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の規定にかかわらず、同基準に規定する教員の数の３分の１を超えない範囲で、大学設

置基準第１３条に規定する専任教員の数及び大学院設置基準第９条に規定する教員の

数に算入することができるものとする。但し、大学院設置基準第９条に規定する教員の

うち博士課程の後期の課程を担当する教員の数には、基準８−１−２に規定する専任教員

の数のすべてを算入することができる。 

 

解釈指針８−１−２−５ 

 実務家教員の採用にあたっては、実務領域の多様性の確保に配慮し、臨床心理実務の

経験を重視すること。 
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項目８−２ 専任教員の担当授業科目の比率 

 

基準８−２−１ 

 教育上主要と認められる授業科目（必修科目、選択必修科目）については、

原則として、専任教授又は准教授が配置されていること（レベル１）。 

 

解釈指針８−２−１−１ 

 基準８—２−１に掲げる授業科目の概ね９割以上が、専任教員によって担当されている

こと。 
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項目８−３ 教員の教育研究環境 

 

基準８−３−１ 

 教員の授業負担は、年度ごとに、適正な範囲内にとどめられるように努めて

いること（レベル２）。 

 

解釈指針８−３−１−１ 

 各専任教員の授業負担は、高い教育の質を保つために、研究科及び学部等を通じて、

多くとも年間２６単位以下とし、２０単位以下にとどめられていることが望ましい。 

 

基準８−３−２ 

 専任教員には、教育上及び研究上の職務を遂行するのに欠かせない心理臨床

活動の時間が確保され、それが業績として評価されていること（レベル１）。 

 

基準８−３−３ 

 専任教員には、その教育上、研究上及び管理上の業績に応じて、数年ごとに

相当の研究専念期間が与えられるように努めていること（レベル２）。 

 

基準８−３−４ 

 専任教員の教育上及び研究上の職務を補助するため、必要な資質及び能力を

有する職員が適切に置かれていること（レベル１）。 

 

解釈指針８−３−４−１ 

 職員とは、助手、専門職員等のことである。 
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第９章 管理運営等 

 

項目９−１ 管理運営の独自性 

 

基準９−１−１ 

 教育活動等を適切に実施するためにふさわしい独自の運営体制を有している

こと（レベル１）。 

 

解釈指針９−１−１−１ 

 評価対象大学院の運営に関する重要事項を審議する会議（以下、「大学院の運営に関

する会議」という）が置かれていること。 

 

解釈指針９−１−１−２ 

 教育課程、教育方法、成績評価、修了認定、入学者選抜及び教員の人事その他運営に

関する重要事項については、大学院の運営に関する会議における審議が尊重されている

こと。 

 

基準９−１−２ 

 管理運営を行うために適切な事務体制が整備され、職員が配置されているこ

と（レベル１）。 

 

解釈指針９−１−２−１ 

 管理運営のための事務体制及び職員の配置は、評価対象大学院の設置形態及び規模等

に応じて、適切なものであること。 

 

基準９−１−３ 

 教育活動等を適切に実施するためにふさわしい十分な財政的基礎を有してい

ること（レベル１）。 

 

解釈指針９−１−３−１ 

 評価対象大学院の設置者が、評価対象大学院における教育活動等を適切に実施するた

めに十分な経費を負担していること。 

 

解釈指針９−１−３−２ 

 評価対象大学院の設置者が、評価対象大学院において生じる収入又は評価対象大学院

の運営のために提供された資金等について、評価対象大学院の教育活動等の維持及び向

上を図るために使用することができるよう配慮していること。 
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項目９−２ 自己点検評価 

 

基準９−２−１ 

 教育水準の維持向上を図り、専門職大学院の目的及び社会的使命を達成する

ため、教育活動等の状況について、自ら自己点検評価を行い、その結果を公表

していること（レベル１）。 

 

基準９−２−２ 

 自己点検評価を行うに当たっては、その趣旨に即し適切な項目を設定すると

ともに、責任ある実施体制が整えられていること（レベル１）。 

 

解釈指針９−２−２−１  

 教育活動等に関する自己点検及び評価を行う独自の組織を設置するよう努めている

こと。 

 

基準９−２−３ 

 自己点検評価の結果を教育活動等の改善に活用するために、適切な体制が整

えられていること（レベル１）。 

 

解釈指針９−２−３−１ 

 自己点検評価においては、評価対象大学院における教育活動等を改善するための目標

を設定し、この目標を実現するための方法及び取組みの状況等について示されているこ

とが望ましい。 

 

基準９−２−４ 

 自己点検評価の結果について、第三者による検証を行うよう努めていること

（レベル２）。 

 

解釈指針９−２−４−１ 

 自己点検評価に対する検証を行う者については、臨床心理実務に従事し、専門職大学

院の教育に関し広くかつ高い識見を有する者を中心とすること。 
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項目９−３ 情報の公示 

 

基準９−３−１ 

 教育活動等の状況について、印刷物の刊行及びウェブサイトへの掲載等、広

く社会に周知を図ることができる方法によって、積極的に情報が提供されてい

ること（レベル１）。 

 

基準９−３−２ 

 教育活動等に関する重要事項を記載した文書を、毎年度、公表していること

（レベル１）。 

 

解釈指針９−３−２−１ 

 教育活動等に関する重要事項を記載した文書には、次に掲げる事項が記載されている

こと。 

（１）教育目的 

（２）教育上の基本組織及び教員組織 

（３）入学者選抜、収容定員及び在籍者数 

（４）教育内容及び教育方法 

（５）学内及び学外実習施設における実習 

（６）学生の支援体制 

（７）成績評価及び修了認定 

（８）教育内容及び教育方法の改善措置 

（９）修了者の臨床心理士資格試験の合格状況 

（１０）修了者の進路及び活動状況 
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項目９−４ 情報の保管 

 

基準９−４−１ 

 認証評価の基礎となる情報について、適宜、調査及び収集を行い、適切な方

法で保管されていること（レベル１）。 

 

解釈指針９−４−１−１ 

 「認証評価の基礎となる情報」には、基準９−２−１に規定する自己点検評価に関する

文書並びに基準９−３−２に規定する公表に係る文書を含む。 

 

解釈指針９−４−１−２ 

 自己点検評価及び認証評価に用いた情報並びにその原資料については、評価を受けた

年から５年間を保管期間として、適切に保管されていること。 

 

解釈指針９−４−１−３ 

 「適切な方法での保管」とは、評価機関の求めに応じて、該当する情報及び原資料を、

現状のまま何ら改変を加えず、すみやかに提出できる状態で保管することをいう。 
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第１０章 施設、設備及び図書館等 

 

項目１０−１ 施設の整備 

 

基準１０−１−１ 

 評価対象大学院には、その規模に応じ、教員による教育及び研究並びに学生

の学習その他専門職大学院の運営に必要十分な種類、規模、質及び数の教室、

演習室、実習室、自習室、図書館、教員室、事務室その他の施設が備えられて

いること。これらの施設は、当面の教育計画に対応するとともに、その後の発

展の可能性にも配慮されていること（レベル１）。 

 

解釈指針１０−１−１−１ 

 教室、演習室及び実習室は、評価対象大学院において提供されるすべての授業を支障

なく、効果的に実施することができるだけの規模、質及び数が備えられていること。 

 

解釈指針１０−１−１−２ 

 教員室は、尐なくとも各常勤専任教員につき１室が備えられていること。非常勤職員

については、勤務時間に応じて、授業等の準備を十分かつ適切に行うことができるだけ

のスペースを確保すること。 

 

解釈指針１０−１−１−３ 

 教員が学生と十分に面談できるスペースが確保されていること。 

 

解釈指針１０−１−１−４ 

 すべての事務職員が十分かつ適切に職務と行うことができるだけのスペースを確保

するよう努めていること。 

 

解釈指針１０−１−１−５ 

 学生の自習室については、学生が基準１０−３−１で規定する図書館に備えられた図書

資料を有効に活用して学習することを可能とするよう、その配置及び使用方法等におい

て、図書館との有機的連携が確保されていることが望ましい。 

 自習室は、学生総数に対して、十分なスペースと利用時間が確保されるよう努めてい

ること。 

 

解釈指針１０−１−１−６ 

 図書館等を含む各施設は、評価対象大学院の専用であるか、又は、評価対象大学院が

管理に参画し、その教育及び研究その他の業務に支障なく使用することができる状況に

あること。 
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項目１０−２ 設備及び機器の整備 

 

基準１０−２−１ 

 各施設には、教員による教育及び研究並びに学生の学習その他の業務を効果

的に実施するために必要で、かつ、技術の発展に対応した設備及び機器が整備

されていること（レベル１）。 

 

解釈指針１０−２−１−１ 

 基準１０−２−１でいう「設備及び機器」とは以下のようなものである。 

（１）設備：情報機器室、自習室、資料室等 

（２）情報機器：文書作成用ＰＣ、統計処理用ＰＣ及び統計ソフトウェア、ネットワー 

  ク接続用ＰＣ、プリンタ、デジタルカメラ、複写機、印刷機、プロジェクタ、スク 

  リーン、録音・録画機器等 

（３）情報管理用設備・機器：書類保管庫、シュレッダー等 

（４）心理検査・用具：知能検査、発達検査、深層心理検査（ロールシャッハ・テ 

  スト、TAT 等）、質問紙検査（MMPI 等）、箱庭療法用具等 
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項目１０−３ 図書館の整備 

 

基準１０−３−１ 

 専門職大学院には、その規模に応じ、教員による教育及び研究並びに学生の

学習を支援し、かつ促進するために必要な規模及び内容の図書館が整備されて

いること（レベル１）。 

 

解釈指針１０−３−１−１ 

 図書館は、評価対象大学院の専用（分室等）であるか、又は、評価対象大学院が管理

に参画し、その教育及び研究その他の業務に支障なく使用することができる状況にある

こと。 

 

解釈指針１０−３−１−２ 

 図書館には、その規模に応じ、専門的能力を備えた職員が適切に配置されていること。 

 

解釈指針１０−３−１−３ 

 図書館の職員は、司書の資格あるいは臨床心理情報調査に関する基本的素養を備えて

いることが望ましい。 

 

解釈指針１０−３−１−４ 

 図書館には、その専門職大学院の規模に応じ、教員による教育及び研究並びに学生の

学習のために必要な図書及び資料が適切に備えられていること。 

 

解釈指針１０−３−１−５ 

 図書館の所蔵する図書及び資料については、その適切な管理及び維持に努めているこ

と。 

 

解釈指針１０−３−１−６ 

 図書館には、図書及び資料を活用して、教員による教育及び研究並びに学生の学習を

支援するために必要な体制が整えられていること。 

 

解釈指針１０−３−１−７ 

 図書館には、その専門職大学院の規模に応じ、教員による教育及び研究並びに学生の

学習が十分な効果を上げるために必要で、かつ、技術の発展に対応した設備及び機器が

整備されていること。 

 

解釈指針１０-３-１-８ 

 図書館には、臨床事例研究が掲載された専門家向けの学術雑誌など、関係者のプライ

バシー保護の観点からみて一般利用者に無条件に公開することになじまない図書や資

料を適切に管理するために必要な設備と体制が整えられていること。 
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Ⅲ 認証評価の組織と方法等 
 

１ 認証評価の組織 

 

１−１ 

 協会は、次の評価組織により専門職大学院の評価を実施する。 

 

（１）認証評価委員会 

 専門職大学院に関し高く広い知見を有する大学関係者及び臨床心理分野関係

者並びに社会、経済、文化その他の分野に関する学識経験を有する者により構

成される認証評価委員会は、協会が実施する専門職大学院の評価に関し、次の

事項を審議し、決定する。 

 

  ア 評価項目及び基準その他評価に必要な事項の制定、改訂及び変更 

 

  イ 認証評価報告書の作成 

 

（２）判定委員会及び判定評価チーム 

 

 認証評価委員会の下に判定委員会を置き、判定委員会の下に、認証評価を申

請する専門職大学院ごとに、判定評価チームを設置する。 

 判定評価チームは、評価対象大学院の書類審査及び訪問調査を実施し、認証

評価報告書（一次案）を作成する。この認証評価報告書（一次案）を評価対象

大学院に送付し、評価対象大学院の意見を踏まえた字句修正等を行った上で認

証評価報告書（判定評価チーム案）を作成する。これと関連資料をもとにして、

判定委員会は認証評価報告書（案）を作成し、判定委員会及び認証評価委員会

の議を経て、協会理事会が認証評価報告書を決定する。 

 

１−２ 

 認証評価委員会、判定委員会の委員は、自己の関係する大学に関する事業に

ついては、その議事の議決に加わることはできないこととする。 

評価対象大学院に所属もしくは利害関係を有する者は、判定評価チームの構

成員に選任しないこととする。 

 

１−３ 

 協会は、協会が実施する評価を、客観的な立場からの専門的な判断に基づく

信頼性の高いものとするため、評価担当者が共通理解の下で公正、適切かつ円

滑にその職務が遂行できるよう、評価担当者に対して、評価の目的、内容及び

方法について十分な研修を実施する。
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２ 認証評価の方法等 

 

２−１ 

 認証評価の手順は次のとおりとする。 

 

（１）評価対象大学院の自己点検評価報告書等を踏まえ、協会の評価項目・評

価基準に基づいて、教育活動等の状況を分析し、その結果を踏まえて各基準を

満たしているかどうかの判断等を行う。 

 

（２）（１）の結果に基づき、認証評価基準に適合しているか否かの認定をする。 

 

（３）認証評価基準に基づいて、臨床心理士養成の基本理念及び評価対象大学

院の目的等に照らし、教育活動等の優れた点や改善を要する点等について明ら

かにする。 

 

２−２ 

 認証評価は、書類審査及び訪問調査により実施する。 

 書類審査は、評価対象大学院が作成する自己点検評価報告書、関連資料、事

前確認事項回答書の分析等により実施される。 

 訪問調査は、判定評価チーム構成員が評価対象大学院を訪問し、現地での視

察、関係者からの聴取等により確認が必要な内容等を中心に調査を実施する。 

 

２−３ 

 判定評価チームによる認証評価報告書（一次案）は評価対象大学院に送付し、

その内容等に対する意見を申し立てる機会を設ける。 

認証評価報告書の確定及び公表後、その内容について評価対象大学院が異議

を申し立てる機会を設ける。 

 異議の申し立てがあった場合は、申し立て審査委員会が審査を行い、その報

告を受けて認証評価委員会が異議申し立ての当否を判断する。 

  

２−４ 

 協会は、認証評価結果を認証評価報告書としてまとめ、評価対象大学院を置

く大学へ通知し、文部科学大臣に報告するとともに、刊行物及び協会のウェブ

サイトへの掲載等により、広く社会に公表する。 

 認証評価結果公表の際には、評価の透明性を確保するため、評価対象大学院

から提出された自己点検評価報告書（別添で提出された資料・データ等を除く。）

を協会のウェブサイトに掲載する。 
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３ 認証評価の保留 

 

３−１ 

認証評価委員会は、尐数の評価項目において評価基準に達していないものの、

評価対象大学院が当該項目に関して短期間で改善することを確約し、その実現

の可能性が高いと判断される場合に限り、認証評価を保留とする。 

 

 

３−２ 

評価が保留された場合、評価対象大学院は最長２年間の保留期間満了までに、

すみやかに当該項目の改善努力と成果に関する改善報告書を提出しなくてはな

らない。 

保留期間満了までに改善報告書が提出された場合、判定委員会は改善報告書

の審査及び認証評価手続の再開を判定評価チームに指示する。 
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４ 認証評価の時期 

 

４−１ 

 協会は、毎年度１回、別に定める様式に従い提出された認証評価申請の受付

を行い、当該評価申請に基づいて認証評価を実施する。 

 なお、協会は、認証評価申請があった場合には、正当な理由がある場合を除

き、遅滞なく、当該専門職大学院の評価を実施する。 

 

４−２ 

 専門職大学院は、開設後５年以内に初回の評価を受け、以降は５年以内ごと

に次の評価を受けるものとする。 

 

４−３ 

 認証評価保留期間後に認証評価を受けた評価対象大学院に関する次回の評価

時期は、保留期間終了時ではなく、当初の認証評価申請時に予定されていた正

規の認証評価時期から起算するものとする。 
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５ 教育課程又は教員組織の変更への対応 

 

５−１ 

 協会認定臨床心理分野専門職大学院を置く大学は、基準９−３−２に規定する

教育活動等に関する重要事項を記載した文書を、別に定めるところにより、年

次報告書として、次回の評価までの間、毎年度、協会へ提出するものとする。 

 なお、協会は、年次報告書の提出がない場合には、その旨を公表するものと

する。 

 

５−２ 

 協会認定臨床心理分野専門職大学院を置く大学は、教育課程又は教員組織に

変更を行った場合には、別に定めるところにより、当該変更についてすみやか

に協会に届け出るものとする。 

 

５−３ 

 協会は、協会認定臨床心理分野専門職大学院の教育課程又は教員組織の変更

の届け出があった場合は、その内容について審議する。 

 審議の結果、次の評価を待たずに評価項目の全部もしくは一部について再評

価を実施する必要があると判断した場合には、その旨を当該大学院を置く大学

に通知し、再評価を実施する。 

 また、再評価の実施にかかわらず、協会は当該大学の意見を聴いた上で、必

要に応じ、変更前に評価し公表した評価の結果に当該事項を付記する等の措置

を講じることとする。 

 



- 46 - 

 

６ 情報公開 

 

６−１ 

 協会は、認証評価の評価項目及び評価基準、評価方法、認証評価の実施体制

等の学校教育法施行規則第７１条の第５項に規定する事項を公表するとともに、

その他、認証評価に関して保有する情報についても、可能な限り、ウェブサイ

トへの掲載等適切な方法により情報公開に努めるものとする。 
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７ 評価項目・評価基準の改訂等 

 

７−１ 

 協会は、専門職大学院関係者、臨床心理分野関係者及び評価担当者等の意見

を踏まえ、適宜、認証評価の評価項目・評価基準等の改善を図り、開放的で進

化する評価システムの構築に努める。 

 評価項目・評価基準の改訂及び評価方法その他評価に必要な事項の変更は、

事前に専門職大学院関係者及び臨床心理分野関係者へ意見照会を行うなど、そ

の過程の公正性及び透明性を確保しつつ、認証評価委員会で審議し決定する。 

 なお、認証評価の評価項目・評価基準等が改訂される場合には、相当の周知

期間を置き、専門職大学院の理解や自己点検評価の便宜等に配慮するものとす

る。 
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８ 認証評価手数料 

 

８－１ 

 認証評価を申請した大学院は、別に定める認証評価手数料を納付しなければ

ならない。 

 

８－２ 

 認証評価報告書確定後の再審査・部分審査等の場合の手数料は、別に定める

ところによる。 
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